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原子力発電部会セッション 

｢次期軽水炉の技術要件検討｣WG 報告 
 ― より安全・合理的な設計を目指して ― 

Working Group Report on "Technical Requirements for the Next Light Water Reactors in Japan" 
  - Toward Safer and Optimized Design - 

（2）抽出された論点に対する次期軽水炉の対応例 

(2) Examples of the Next Light Water Reactor Design for Extracted Discussion Points 
＊有田 誠二 1，山口 彰 2，山本 章夫 3，大神 隆裕 4， 

1三菱重工，2東京大学，3名古屋大学，関西電力 4  
1. はじめに 

講演(1)で抽出した以下の３つの論点に対して、次期軽水炉の取り得る対応例を踏まえた設計方針について

検討した。 
① 恒設/可搬型シビアアクシデント(SA)設備の取扱い 
② APC その他テロ対策(特定重大事故等対処施設)の取扱い 
③ 溶融炉心冷却対策の取扱い 
 

2. 恒設/可搬型 SA 設備の取扱いについて 
2-1. 恒設設備と可搬型設備の特徴的な差異について 

恒設/可搬型 SA 設備に係る論点を議論するに当たり、前提となる恒設設備及び可搬型設備のそれぞれの特

性については原子力学会標準委員会の技術レポート[1]により既設炉をベースとして表 1 のとおり整理されて

おり、①～③の特性では可搬型設備が有利であるとしている。 
表 1 恒設/可搬型設備の特性 

特性 恒設設備 可搬型設備 

①柔軟性 使用範囲が想定シナリオに依存 
事故シナリオの不確かさに柔軟に

対応可能 
②配備期間 年単位での配備期間を要する 短期間で配備可能 

③独立性 
物理的・空間的分離に建屋、敷地の

制約を受ける 
物理的・空間的分離が容易 

④必要な要員 少ない要員で動作が可能 要員、体制が必要 
⑤手順書・訓練 手順書の整備、訓練が必要 負担が恒設設備より大きい 
⑥対応時間 事故後短時間で投入 事故後の投入に時間を要する 

⑦耐環境性 
設置場所の環境条件の悪化による

不動作の可能性あり 
要員が耐えられる作業場所の環境

（放射線、気温等）が必要 

⑧信頼性 
誤動作の可能性は設備の信頼性に

依存 
誤操作の可能性があるが、設備の問

題に柔軟に対応可能 
⑨設備容量 大容量設備が可能 大容量設備の運用は困難 

(凡例：  可搬型が有利、  恒設が有利) 
2-2. 次期軽水炉における SA 対策の最適化 

2-1 節では既設炉をベースとした恒設/可搬型の特性を示したが、次期軽水炉では設計段階から SA を考慮

することが可能となるため、SA 設備に対する設計の観点で恒設/可搬型設備の優位性について、改めて表 2 に

整理した。その結果、次期軽水炉では①柔軟性を除き基本的には恒設設備が有利であることを確認した。 
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表 2 次期軽水炉設計の観点での恒設/可搬型設備の比較 

特性 次期軽水炉設計の観点での恒設/可搬型の比較 

①柔軟性 
既設炉に比べ、事故シナリオの不確かさのリスクは低減可能であ

るが、事故シナリオの不確かさへの備えの観点では可搬型設備が

有利 

②配備期間 
新設であるため、設計から建設まで十分な期間を確保可能であり、

恒設/可搬型のいずれとしても問題ない 

③独立性 
新設であるため、恒設でも建屋、敷地条件に合わせた区画分離の強

化及び位置的分散により独立性の確保を設計に取り込むことが可

能であり、恒設/可搬型のいずれとしても問題ない 

④必要な要員 少ない要員で対応可能な恒設設備が有利 
⑤手順書・訓練 手順書整備や訓練の負担が小さい恒設設備が有利 

⑥対応時間 
事象の早期収束、規模拡大防止の観点から、短時間で対応可能な恒

設設備が有利 

⑦耐環境性 
機械設備の方が人体の許容被ばく線量に比べ放射線、温度等の環

境に強く、厳しい環境においては恒設設備が有利 

⑧信頼性 
誤動作、人的過誤の可能性も配慮し信頼性を向上させた設備設計

等の対応が可能であり、恒設設備が有利 

⑨設備容量 大容量設備が必要な場合は恒設の方が有利 
(凡例：  可搬型が有利、  同等、  恒設が有利) 

 
2-3. 恒設／可搬型 SA 設備の取扱いに係るまとめ 

次期軽水炉における SA 対策の最適な設備構成(恒設/可搬型設備の選択)のあり方について整理した。 
次期軽水炉の SA 対策は設計段階から系統構成・配置の工夫などを取込むことで恒設設備を基本とした対

応を主とし、かつ柔軟性が高い可搬型設備等を適切に組合せる。具体的には以下の通り。 
 設計上想定される SA の事故シナリオに対し、恒設設備により対処することが有効 
 設計段階から内・外的事象を適切に考慮することで、十分な耐久力及び多重性、多様性、独立性を

確保 
 現場作業を不要とすることで、作業員負担の削減 
 現場作業量及び作業員負担を低減することで、人的過誤のリスクを低減 
 準備作業等の低減による早期の事故対応操作により時間的な裕度を確保 

 事故シナリオの不確かさへの備えとして、可搬型設備等の整備が有効 
 可搬型設備の配備や常用設備、予備品の活用等により、柔軟性を確保 
 設計上の想定を超える事象に対し柔軟な対応を図ることで、事象進展の緩和や時間的な裕度を

確保 
 
3. APC その他テロ対策(特定重大事故等対処施設)の取扱いについて 
3-1. 新規制基準における特定重大事故等対処施設の考え方 

規制要求において、APC その他テロに対して対処できる施設として恒設の特定重大事故等対処施設(特重施

設)を設置することが要求されており、可能な限り設計基準事故対処設備(DBA)/SA 設備との多重性又は多様

性及び独立性を有し、位置的分散を図ることが要求されている[2]。さらに、規制要求において特重施設は格

納容器(CV)破損防止機能を有することを要求されており、想定事象の違いはあるが SA 設備(CV 破損防止機

能)と機能が重複している。 
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3-2. 次期軽水炉における APC その他テロ対策の最適化 
次期軽水炉では設計段階から建屋頑健化や設備間の独立性等を考慮した APC その他テロ対策を織り込む

ことで、より安全でより合理的な対応を図ることが可能であることを確認した。次期軽水炉において、DBA/SA
設備についても APC その他テロ対策を考慮した設計とすることで、機能が重複している SA 設備(CV 破損防

止機能)と特重施設を統合してプラント全体として最適化が実現可能である(図 1)。 

 

図 1 既設炉と次期軽水炉における APC 対策について 
 

3-3. APC その他テロ対策(特定重大事故等対処施設)の取扱いに係るまとめ 
次期軽水炉における APC その他テロ対策の設備構成のあり方について整理した。 
次期軽水炉の APC その他テロ対策は、同一の機能を持つ SA 設備(CV 破損防止機能)と特重施設を統合した

設備構成とすることで全体最適化が実現可能となる。 
 建屋頑健化、または区画分離の徹底による防護性能と信頼性の向上が可能であり、CV 破損防止機能に

対し、合理的に APC その他テロに対する耐性を確保可能 
 DBA 設備のトレン間、DBA 設備と SA 設備間の独立性の強化により、同時に全ての炉心損傷防止機能

を喪失することが回避できる可能性あり 
   
 
4. 溶融炉心冷却対策の取扱いについて 
4-1. 溶融炉心冷却対策に係る論点整理 

炉心溶融後の CV 破損防止対策として考慮する必要がある破

損モードは図 2 の通りであるが、原子力安全研究協会発行の SA
時の CV ガイドライン[3]によると、物理現象の不確かさが大きい

破損モードは、コンクリート浸食(MCCI)と水蒸気爆発である。 
そこで、MCCI 及び水蒸気爆発等の溶融炉心冷却に係る現象の

不確かさを論点とし、海外で採用実績のある方式も選択肢に含め

て、次期軽水炉における溶融炉心対策の取扱いについて議論し

た。 
 

4-2. 溶融炉心冷却対策の取扱いに係るまとめ 

MCCI 及び水蒸気爆発等の溶融炉心冷却に係る現象の不確かさ及びリスクの観点から、次期軽水炉におけ

る溶融炉心冷却対策に係る議論を表 3 の通り整理した。 
 

 

図 2 炉心溶融後の CV 破損モード 
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表 3 溶融炉心の各冷却方式における物理現象の不確かさ及びリスク 
 炉内冷却(IVR) 炉外冷却（ｳｪｯﾄｷｬﾋﾞﾃｨ方式） 炉外冷却（ﾄﾞﾗｲｷｬﾋﾞﾃｨ方式） 

物理現象
の不確か
さへの対

応 

MCCI：原子炉容器内に溶融
炉心を保持することで、
MCCI を回避 
水蒸気爆発：原子炉容器内に
溶融炉心を保持することで、
炉外での水蒸気爆発は原理的
に回避 

MCCI：溶融炉心をウェット
キャビティに水没させること
で、MCCI を回避 
水蒸気爆発：実機条件での水
蒸気爆発による CV 破損の可
能性が極めて小さいことを確
認することで、水蒸気爆発を
確率的に回避 

MCCI：溶融炉心を専用設備
に拡散させ注水冷却すること
で、MCCI を回避 
水蒸気爆発：炉外での水蒸気
爆発について原理的に不確か
さを大きく低減させること
で、その発生を回避 

リスク 

IVR 成立性（炉出力が大きい
場合、相対的に不確かさの影
響が大きく、炉外への放出の
懸念がある） 

水蒸気爆発の影響(水蒸気爆
発の発生の確率は極めて小さ
いものの、爆発の不確かさに
より、CV健全性への懸念があ
る) 

溶融炉心の冷却性能（溶融炉
心の安定化の不確かさ、シス
テムの複雑化により、冷却性
能の確保に懸念がある） 

 
1F 事故の教訓は設計想定外の事象への備えであり、不確かさへの備えは重要であるが、IVR(In-Vessel 

Retention)方式、ウェットキャビティ方式、ドライキャビティ方式いずれも MCCI、水蒸気爆発の不確かさへ

の備えの観点では有効であると考える。但し、各方式にはそれぞれ固有の不確かさや特徴があり、リスクが

存在する。 
そのため、次期軽水炉においては、プラント特性・構造に応じて個々の物理現象の不確かさの低減度合い、

各方式のリスクを考慮して溶融炉心冷却方式を選択し、炉心溶融時の CV 破損を防止できる設計とすること

が重要である。その際、深層防護の実装の観点でバランスの良い防護性能となるように対策システムを設計

することも重要である。 
 
5. まとめ 

本講演では、抽出した各論点に対して、既設炉の SA 対応の考え方及び課題を踏まえ、設計段階から柔軟に

対応可能な次期軽水炉において、より安全でより合理的な対応例を検討した。各論点に対して、取り得る対

応例を踏まえて導き出された設計方針は以下の通り。 
 恒設/可搬型 SA 設備の取扱い 
 シビアアクシデント対策は、設計段階から系統構成・配置の工夫などを取込むことで恒設設備を基本

とした対応を主とし、かつ柔軟性が高い可搬型設備等を適切に組み合わせる 
 APC その他テロ対策(特定重大事故等対処施設)の取扱い 
 建屋頑健化、または区画分離の徹底により、同一の機能を持つ、SA 設備（CV 破損防止機能）と特重

施設を統合した設備構成とする 
 溶融炉心冷却対策の取扱い 
 発生頻度は低いが不確かさが大きい現象（MCCI 及び水蒸気爆発による CV 破損）に対しても、影響

の大きな現象の発生防止と、発生した場合の影響低減の観点から、炉心溶融時の CV 破損を防止でき

る設計とする 
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